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研究要旨 

本研究では、統計データを組み合わせて、住宅ストックの断熱性能の地域分布を推定する手法の構

築を目指している。断熱性能が高い住宅ストックが増加すれば、それに伴う室内温熱環境を始めとす

る室内環境の質の向上と健康増進効果に期待できる。 

本年度は、構築している手法を用いて都道府県別の 2050 年までの断熱水準(断熱等級 1〜4)の割合

を推計した。住宅ストックの断熱水準割合には地域性が明確に現れており、戸建住宅を例にすると、宮

城県では 2030 年時点で等級 4 が 41.3%であるのに対し、同じ東北地方に位置する秋田県では、2030

年で 25.3%に留まっている。このような地域性は当然、温熱環境の質にも影響するため居住者の健康

リスクにも大きく作用することになる。今後、断熱等級に見合った温熱環境を評価するため、明け方の

室温の低下に着目して都道府県別の温熱環境の水準を定量化する予定である。地域を代表する定量化

指標を用いて明け方の室温を評価し、これと循環器系疾患との関連性を示唆するエビデンスを引用す

ることにより、健康リスクの変化を評価する。 

A．概要 

省エネルギー法の普及に伴う室内温熱環境の改

善による健康リスクの変化を定量的に評価するた

めに、住宅ストックの断熱性能の地域分布を推定

する手法の構築し、2050 年までの都道府県別の断

熱水準別ストックを推計した。断熱性能が高い住

宅が普及すれば、それに伴う室内温熱環境を始め

とする室内環境の質の向上と健康増進効果が期待

できるため、健康リスク推定に資する情報を整備

することができる。 

ここで提案する手法は、長谷川ら 1)が作成して

いる住宅のエネルギー消費量の将来推計のための

マクロモデルに組み込まれているプロトコールの

一部である。公表されている統計データを用い

て、都道府県別の家族類型別世帯数と断熱水準別

住宅シェアの将来推計を行うことができる。今

後、住宅ストックの断熱水準の分布にもとづいて

住宅の室内温熱環境を表現し、その改善による健

康増進効果を定量的に評価する。 

 

B．推計方法 

この方法では、家族類型別世帯数を都道府県別

に推計し、解体率ならびに新設住宅戸数、新設住

宅戸数に占める断熱水準の割合を設定して積み

上げることにより、住宅ストックの断熱水準を推

計する。都道府県別の統計データに基づいている

ため、マクロな視点での推計となる。 

B1．家族類型別世帯数の推計方法 

家族類型の分類は、国立社会保障・人口問題研

究所の世帯数推計データに準拠した分類に加え、

今後の高齢化の影響を予測する目的から、高齢世

帯と高齢世帯以外の違いが検討できる分類とし
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て、①高齢単独世帯・②その他単独世帯・③高齢

夫婦世帯・④その他夫婦世帯・⑤夫婦と子から成

る世帯・⑥ひとり親と子から成る世帯・⑦その他

の一般世帯の 7 家族類型に分類した。 

図 1 に家族類型別世帯数の計算フローを示す。

2015 年までを国勢調査の統計値 2)、2040 年まで

を国立社会保障・人口問題研究所の推計値 3)を用

いた。2050 年までは 2020 年から 2040 年の人口

問題研究所による推計値を対数近似し、推計する

年代を代入して独自推計した。 

推計は以下のように行った。①2020～2040 年

の平均世帯人員の推移を対数近似して 2050 年ま

での平均世帯人員を算出する。②2020～2040 年

の各都道府県の人口比率の推移を対数近似して

2050 年までの人口比率を算出し、全国の総人口

に乗じて各都道府県の総人口を算出する。③各都

道府県の総人口を平均世帯人員で除すことで一

般世帯総数を算出する。④2020～2040 年の家族

類型別世帯数の割合を対数近似して割合を算出

し、2050 年までの各年の一般世帯総数に乗じて

家族類型別世帯数を算出する。 

B2．断熱水準別住宅シェアの推計方法 

図 2 に推計フローを示す。断熱水準は無断熱、

1980 年基準、1992 年基準、1999 年基準とし、

外岡らの手法 4)をもとに、各年における着工住宅

に占める断熱水準別のシェアから戸数を想定し、

1990 年時点の断熱水準別の住宅ストック戸数を

ベースに、断熱水準別の着工戸数を積み上げるこ

とにより、各年における住宅ストックに占める断

熱水準別住宅数を住戸形態別(戸建住宅、RC 造集

合住宅、木造集合住宅)に推計する。 

推計を以下のように行った。①5 年ごとのデー

タである家族類型別世帯数を直線補完し、各年の

世帯数を推計した上で住戸形態別割合注 1)を乗じ

ることで各年の住戸形態別ストック住宅戸数を

推計する。②1990 年から 2020 年までの着工数

は、住宅新築着工統計より、戸建、長屋、共同住

宅の新設住宅戸数を用いた。2019 年以降は前年

のストック戸数から解体戸数を減じた戸数と当

該年ストック戸数との差をその年の着工数とす

る。③1990 年から 2018 年までの解体戸数は前

年のストック戸数に着工数を加えた戸数と当該

年ストック戸数との差をその年の解体数とする。

2019 年以降は、それまでの解体戸数から住戸形

態別の解体比率注 2)を求め、前年のストック戸数

に乗じて推計する。④1990 年から 2020 年まで

の断熱水準別の着工住宅戸数は、住宅性能表示・

評価協会による建設住宅性能評価書(新築)データ

に示されている断熱等級の割合を利用した。また、

2020 年以降の着工住宅は全て 1999 年基準とし

た。⑤1990 年の住宅ストックに占める断熱水準

別シェアを鈴木ら 5)の調査データを引用して、各

都道府県に割り付けた。①から⑤のデータをもと

に、1990 年の住宅戸数に各年の断熱水準別の住

宅戸数を積み上げ、無断熱の住宅から解体されて

いくものとして 2050 年までの断熱水準別住宅戸

数を推計する。 

 

C．推計結果 

C1．家族類型別世帯数の推計結果 

推計結果の例として、図 3 に全国の結果を示す。

今後、世帯数は 2025 年に最も多く 54,116,084 世

帯となり、その後徐々に減少していく。2050 年

の世帯数は 48,413,573 世帯になる結果となった。

家族類型別にみると、高齢単独世帯は、2050 年

の 9,635,667 世帯となるまで増加を続ける一方、

その他単独（高齢単独以外）が減少する。また、

高齢夫婦についても 2050 年まで増加傾向にあり、

我が国の高齢化を反映していると考えられる。家

族類型別には夫婦と子の割合が最も高いが、減少

傾向にあり、若年世帯は全体的に減少することが

見て取れる。 

C2．断熱水準別住宅シェアの推計結果 

図 4、図 5 に全国の断熱水準別住宅ストック戸

数の推移を戸建住宅と集合住宅(RC 造)について

示す。 

戸建住宅では 2010 年において住宅ストックの

うち、等級 1 が 38.9%、等級 2 が 34.8%を占めて

いる。2010 年以降、等級 1 の住宅が解体されて、

高い等級を有する断熱住宅が占める割合が増加

し、2030 年には等級 4 が 32.4%となる。さらに、

2050 年には半数のストックが等級 4 以上の住宅
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に置き換わることになる。集合住宅(RC 造)にお

いても、戸建住宅の傾向と類似しており、2030 年

時点で等級 4 の断熱性能を有する世帯は 25.8%、

2050 年には 49.7%となる。 

このような推計を 47 都道府県別に実施した。

住宅ストックの断熱水準割合には地域性が明確

に現れている。戸建住宅を例にすると、宮城県で

は 2030 年時点で等級 4 が 41.3%、2050 年では

74.0%であるのに対し、同じ東北地方に位置する

秋田県では、2030 年で 25.3%、2050 年で 39.2%

に留まっている。このような地域性は当然、温熱

環境の質にも影響しており、それに暴露される居

住者の健康リスクにも大きく作用することにな

る。 

 

D．まとめ 

本研究では、住宅ストックの断熱性能を推計す

る手法を構築し、都道府県別の 2050 年までの断

熱水準の割合を推計した。住宅ストックの断熱水

準データを得ることができたため、今後、断熱等

級に見合った温熱環境を評価するため、明け方の

室温の低下に着目して都道府県別の温熱環境の水

準を定量化する。さらに、明け方の室温と循環器

系疾患との関連性を示唆するエビデンスを引用す

ることにより、健康リスクの変化を評価する。 

 

＜注釈＞ 

注 1）平成 30 年度住宅・土地統計調査の統計値の

各都道府県の値を用いた。 

注 2）1991 年から 2020 年までのストック戸数に

占める解体戸数の割合をもとに戸建住宅、

RC 造集合住宅、木造集合住宅に対して、各

都道府県の値を算出した。 
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図 1 家族類型別世帯数の計算フロー(秋田県の例) 

 

 
図 2 断熱水準別シェア推計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 家族類型別世帯数の推移（全国） 

 

 
図 4 断熱水準別住宅ストック戸数の推移 

(戸建住宅・全国) 

 

図 5 断熱水準別住宅ストック戸数の推移 

(集合住宅・全国) 
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